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(57)【要約】
【課題】ダンパ機構１６の搭載性を維持しつつ、ダンパ
機構１６の減衰効果を向上させることのできる捩り振動
低減装置を提供する。
【解決手段】動力源から動力が伝達される入力部材と、
該入力部材と一体に連結された駆動部材１７と、該駆動
部材１７の動力が伝達されて流体伝達装置に動力を入力
しかつ前記駆動部材１７と相対回転可能に形成された従
動部材と、前記駆動部材１７から前記従動部材に伝達さ
れる動力の作用方向に弾性力を作用させるように配置さ
れたダンパ機構１９ａ，１９ｂとを備えた捩り振動低減
装置において、前記動力源の回転数が定常回転数まで上
昇する過程で、前記ダンパ機構１９ａ，１９ｂの固有振
動数を一時的に変更する固有振動数変更手段を更に備え
ている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　動力源から動力が伝達される入力部材と、該入力部材と一体に連結された駆動部材と、
該駆動部材の動力が伝達されて流体伝達装置に動力を入力しかつ前記駆動部材と相対回転
可能に形成された従動部材と、前記駆動部材から前記従動部材に伝達される動力の作用方
向に弾性力を作用させるように配置されたダンパ機構とを備えた捩り振動低減装置におい
て、
　前記動力源の回転数が定常回転数まで上昇する過程で、前記ダンパ機構の固有振動数を
一時的に変更する固有振動数変更手段を更に備えていることを特徴とする捩り振動低減装
置。
【請求項２】
　前記ダンパ機構は、前記駆動部材と前記従動部材とに弾性力を作用させる弾性体を含み
、
　前記固有振動数変更手段は、前記弾性体のバネ定数を変更するバネ定数変更手段を含む
ことを特徴とする請求項１に記載の捩り振動低減装置。
【請求項３】
　前記バネ定数変更手段は、前記駆動部材と前記従動部材とに作用する弾性体の有効巻き
数を変更する手段を含むことを特徴とする請求項２に記載の捩り振動低減装置。
【請求項４】
　前記ダンパ機構は、前記弾性体と直列に配置された他の弾性体を含み、
　前記固有振動数変更手段は、前記弾性体と前記他の弾性体との間に配置されたスリーブ
と、前記駆動部材もしくは前記従動部材の回転数に応じて前記スリーブと前記駆動部材も
しくは前記従動部材とを連結もしくは解放する固定機構とを備えていることを特徴とする
請求項１ないし３のいずれかに記載の捩り振動低減装置。
【請求項５】
　前記固定機構は、前記駆動部材もしくは前記従動部材の回転数に応じた遠心力が作用す
るマス部材と、該マス部材に作用する遠心力に抗する方向に前記マス部材に弾性力を作用
させる弾性部材とを備え、
　前記マス部材に作用する遠心力が前記マス部材に作用する弾性力より小さい場合に、前
記マス部材と前記弾性部材とを介して前記スリーブと前記駆動部材もしくは前記従動部材
とが連結されるように構成されていることを特徴とする請求項４に記載の捩り振動低減装
置。
【請求項６】
　前記固定機構は、前記弾性部材の一端が前記スリーブの内部と連結され、前記弾性部材
の他端が前記マス部材に連結されて構成されていることを特徴とする請求項５に記載の捩
り振動低減装置。
【請求項７】
　前記固定機構は、前記弾性部材の一端が前記駆動部材もしくは前記従動部材と連結され
、前記弾性部材の他端が前記マス部材に連結されて構成されていることを特徴とする請求
項５に記載の捩り振動低減装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、入力側の部材と出力側の部材とを相対回転可能に連結するとともに、これ
らの部材が相互に相対回転した場合すなわち捩りが生じた場合に弾性変形する弾性体をそ
れらの部材の間に配置した捩り振動低減装置に関し、特に動力を入力する駆動軸と流体継
手との間に配置される捩り振動低減装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　動力の発生自体が間欠的であるために出力トルクが周期的に変化したり、あるいは重心
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位置のずれなどが要因となって回転に伴って不可避的な振動が生じる場合には、捩り振動
を低減するためのダンパなどの装置が用いられている。また、これと同様の機能を奏する
装置としてトルクコンバータなどの流体継手もしくは流体伝動装置が知られている。これ
らのダンパ装置と流体伝動装置とを併用すれば、振動を更に効果的に低減することができ
る。
【０００３】
　特許文献１には、捩り振動を低減するためのダンパとトルクコンバータとに加え、クラ
ンクシャフトの曲げ振動を減衰する弾性部材がクランクシャフトとドライブプレートとの
間に設られた装置が記載されている。したがって、特許文献１に記載された装置は、クラ
ンクシャフトから弾性部材を介してドライブプレートに動力を伝達することによって、ク
ランクシャフトの曲げ振動を弾性部材が減衰してドライブプレートに動力を伝達すること
ができる。
【０００４】
　また、従来のダンパは車両が定常走行している状態での振動を減衰するように構成され
ているので、エンジンの始動時にエンジン回転数に基づく捩り振動の周波数が、ダンパの
共振周波数を不可避的に通過する。したがって、ダンパの共振周波数と捩り振動の周波数
とが一致した場合に、捩り振動が増幅されてドライブプレートやドリブンプレートあるい
はクランクシャフトなどの種々の部材の耐久性が低下したり、ダンパの共振周波数と捩り
振動の周波数とが共振することによる引き込み共振現象によりエンジン回転数が上昇し難
くなったりする可能性がある。そのため、特許文献２に記載された装置は、ドリブンプレ
ートの外周側に弾性部材とマス部材とで構成された他のダンパ機構を備えることにより、
従来利用されたダンパの共振を低減している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】実開平５－４０６４４号公報
【特許文献２】特開２００９－１１５１８４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上述したように特許文献１に記載された装置は、ドライブシャフトの曲げ振動を減衰し
て動力を伝達することができる一方、ダンパの共振特性は従来と同様となるので、エンジ
ンの始動時に発生する捩り振動の周波数とダンパの共振周波数とが一致する可能性がある
。そのため、特許文献２に記載された装置のようにドリブンプレートに弾性部材とマス部
材とを設けることによって、エンジンの始動時に発生する捩り振動とダンパの共振周波数
とが一致することによる共振を他のダンパ機構によって低減することができる。
【０００７】
　しかしながら、特許文献２に記載された弾性部材やマス部材は、振動の減衰効果を向上
させるためや搭載スペースの制限などにより、ドリブンプレートの外周側に配置すること
となる。そのため、弾性部材とマス部材とを含むドリブンプレートの外径が大きくなる可
能性がある。
【０００８】
　この発明は上記の技術的課題に着目してなされたものであり、ダンパ機構の搭載性を維
持しつつ、ダンパ機構の減衰効果を向上させることのできる捩り振動低減装置を提供する
ことを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記の目的を達成するために、請求項１の発明は、動力源から動力が伝達される入力部
材と、該入力部材と一体に連結された駆動部材と、該駆動部材の動力が伝達されて流体伝
達装置に動力を入力しかつ前記駆動部材と相対回転可能に形成された従動部材と、前記駆
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動部材から前記従動部材に伝達される動力の作用方向に弾性力を作用させるように配置さ
れたダンパ機構とを備えた捩り振動低減装置において、前記動力源の回転数が定常回転数
まで上昇する過程で、前記ダンパ機構の固有振動数を一時的に変更する固有振動数変更手
段を更に備えていることを特徴とするものである。
【００１０】
　請求項２の発明は、請求項１の発明において、前記ダンパ機構は、前記駆動部材と前記
従動部材とに弾性力を作用させる弾性体を含み、前記固有振動数変更手段は、前記弾性体
のバネ定数を変更するバネ定数変更手段を含むことを特徴とする捩り振動低減装置である
。
【００１１】
　請求項３の発明は、請求項２の発明において、前記バネ定数変更手段は、前記駆動部材
と前記従動部材とに作用する弾性体の有効巻き数を変更する手段を含むことを特徴とする
捩り振動低減装置である。
【００１２】
　請求項４の発明は、請求項１ないし３のいずれかの発明において、前記ダンパ機構は、
前記弾性体と直列に配置された他の弾性体を含み、前記固有振動数変更手段は、前記弾性
体と前記他の弾性体との間に配置されたスリーブと、前記駆動部材もしくは前記従動部材
の回転数に応じて前記スリーブと前記駆動部材もしくは前記従動部材とを連結もしくは解
放する固定機構とを備えていることを特徴とする捩り振動低減装置。
【００１３】
　請求項５の発明は、請求項４の発明において、前記固定機構は、前記駆動部材もしくは
前記従動部材の回転数に応じた遠心力が作用するマス部材と、該マス部材に作用する遠心
力に抗する方向に前記マス部材に弾性力を作用させる弾性部材とを備え、前記マス部材に
作用する遠心力が前記マス部材に作用する弾性力より小さい場合に、前記マス部材と前記
弾性部材とを介して前記スリーブと前記駆動部材もしくは前記従動部材とが連結されるよ
うに構成されていることを特徴とする捩り振動低減装置。
【００１４】
　請求項６の発明は、請求項５の発明において、前記固定機構は、前記弾性部材の一端が
前記スリーブの内部と連結され、前記弾性部材の他端が前記マス部材に連結されて構成さ
れていることを特徴とする捩り振動低減装置。
【００１５】
　請求項７の発明は、請求項５の発明において、前記固定機構は、前記弾性部材の一端が
前記駆動部材もしくは前記従動部材と連結され、前記弾性部材の他端が前記マス部材に連
結されて構成されていることを特徴とする捩り振動低減装置。
【発明の効果】
【００１６】
　この発明によれば、動力源からの動力が伝達される入力部材と駆動部材とが一体に形成
され、駆動部材から伝達された動力を流体伝達装置に入力しかつ駆動部材と相対回転可能
に従動部材が形成されている。また、駆動部材から従動部材に伝達される動力の作用方向
に弾性力を作用させるダンパ機構が設けられている。したがって、駆動部材から従動部材
に伝達する動力の変動が生じた場合に、駆動部材と従動部材とが相対回転すると、ダンパ
機構がその相対回転を抑制するように作用して、動力の変動に起因して生じる捩り振動を
抑制もしくは防止することができる。また、動力源の回転数が定常回転数に上昇する過程
で、ダンパ機構の固有振動数を一時的に変更する固有振動数変更手段を更に備えている。
そのため、ダンパ機構の固有振動数を一時的に変更することによって、動力源の回転数に
基づいて連続的に変化する捩り振動の周波数とダンパ機構の固有振動数とが一致すること
を抑制もしくは防止することができる。したがって、捩り振動の周波数とダンパ機構の固
有振動数とが一致することによる共振によってダンパ機構や駆動部材あるいは従動部材の
耐久性の低下を抑制もしくは防止することができる。さらに、捩り振動の周波数とダンパ
機構の固有振動数とが一致することによる引き込み共振現象によって、動力源の回転数が
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増加し難くなることを抑制もしくは防止することができる。
【００１７】
　さらに、請求項４ないし７の発明によれば、ダンパ機構は、弾性体と、その弾性体と直
列に配置された他の弾性体とを含むので、各弾性体の質量を小さくすることができる。そ
の結果、各弾性体に作用する遠心力を小さくすることができるので、各弾性体の耐久性を
向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】この発明に係る捩り振動低減装置の構成例を説明するための平面図である。
【図２】そのII-II断面図である。
【図３】図１におけるIII部の拡大図である。
【図４】その作用を説明するための模式図である。
【図５】他の構成例を説明するための模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　つぎに、この発明を図に示す具体例に基づいて説明する。図２は、流体継手であるトル
クコンバータ１と、この発明における入力部材に相当するエンジン（図示せず）のクラン
クシャフト２との間に設けた例を模式的に示しており、そのトルクコンバータ１は従来知
られている構造のものであって、内周面にポンプブレード３を取り付けたポンプシェル４
のフロント側（図２での右側）にフロントカバー５が一体化するように接合され、これら
ポンプシェル４とフロントカバー５とによって液密状態のケース（もしくはハウジング）
６が構成されている。そのケース６の中心軸線に沿って円筒状の固定軸７が挿入されてお
り、またその固定軸７の中心軸線に沿って変速機入力軸８が挿入され、その先端部はフロ
ントカバー５の内面近くにまで延びており、さらにその変速機入力軸８は固定軸７によっ
て回転自在に支持されている。そして、上記のポンプシェル４の内周端は、固定軸７の外
周面に液密状態を維持して回転するように嵌合している。
【００２０】
　ケース６の内部には、タービン９がポンプシェル４もしくはポンプブレード３に軸線方
向で対向した状態に配置されている。このタービン９は、ポンプシェル４とほぼ対象形状
のタービンシェルの内周面に、ポンプブレード３とほぼ同形状の多数のタービンブレード
を取り付けた公知の構造のものである。このタービン９は、前記固定軸７から突出してい
る変速機入力軸８にスプライン嵌合していて変速機入力軸８と回転方向で一体化されてい
る。
【００２１】
　また、ポンプシェル４の内周側の部分とタービン９の内周側の部分との間、すなわちポ
ンプにおいては吸入部となる部分とタービン９においては吐出部となる部分との間には、
ステータ１０が配置されている。このステータ１０は、タービン９から吐出されたオイル
の流れ方向を変化させるためのものであって、一方向クラッチ１１を介して前記固定軸７
によって支持されている。さらに、タービン９とフロントカバー５の内面との間には、直
結クラッチ（ロックアップクラッチ）１２が配置されている。この直結クラッチ１２は、
フロントカバー５の内側面に摩擦接触することによりフロントカバー５からタービン９あ
るいは変速機入力軸８に直接トルクを伝達するためのものであって、円板状に形成され、
タービン９を変速機入力軸８に連結しているいわゆるハブの部分に形成されている円筒部
の外周面にスプライン嵌合している。すなわち、タービン９と一体となって回転するとと
もに、フロントカバー５の内側面に対して接近し、また離隔するように構成されている。
そして、その直結クラッチ１２のフロントカバー５に対向する面のうち外周側の部分には
、摩擦材１３が取り付けられている。なお、フロントカバー５のうち直結クラッチ１２が
摩擦接触する部分は平坦面に形成されている。また、この直結クラッチ１２を油圧によっ
て係合・解放させられるように構成されており、そのための油路の構成や油圧制御の手段
は、従来知られているものでよい。
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【００２２】
　上記のトルクコンバータ１とクランクシャフト２とは同一軸線上に配置されており、そ
のクランクシャフト２の先端部（トルクコンバータ１側の端部）にドライブプレート１４
が取り付けられ、そのドライブプレート１４の外周部にはリングギヤ１５が取り付けらて
いる。そして、ドライブプレート１４と前記トルクコンバータ１におけるフロントカバー
５との間に、捩り振動を低減するためのダンパ機構１６が設けられている。このダンパ機
構１６は、共に円板状をなす駆動側部材１７と従動側部材１８とを同一軸線上に相対回転
可能に配置して対向させ、かつこれらの部材１７，１８を回転方向（円周方向）に対して
弾性体である複数のコイルスプリング１９ａ，１９ｂとスリーブ２０とを介して連結した
ものである。
【００２３】
　図１および図２に示す構成では、外周側を半円状に形成された二つの板材１７ａ，１７
ｂを合わせて構成された駆動側部材１７に、複数のコイルスプリング１９ａ，１９ｂおよ
びスリーブ２０が円周方向に直列して収納されている。具体的には、半円状に形成された
板材１７ａ，１７ｂを合わせることによって円形の隙間２１が形成され、その隙間２１に
複数のコイルスプリング１９ａ，１９ｂおよびスリーブ２０が直列して収納されている。
また、従動側部材１８は各板材１７ａ，１７ｂの間に配置され、複数のコイルスプリング
１９ａ，１９ｂおよびスリーブ２０が配置されている部分に窓孔が形成されている。した
がって、駆動側部材１７と従動側部材１８とに相対的な回転が生じると、隙間２１と窓孔
とが相対的に円周方向にずれることにより複数のコイルスプリング１９ａ，１９ｂが圧縮
されるように構成されている。そして、従動側部材１８の端部が図に示す例では溶接２２
によってフロントカバー５と一体に形成されている。なお、上述したように構成された隙
間２１や窓孔が駆動側部材１７および従動側部材１８の円周方向に所定の間隔を空けて複
数形成され、その隙間２１に複数のコイルスプリング１９ａ，１９ｂおよびスリーブ２０
がそれぞれ収納されている。
【００２４】
　したがって、駆動側部材１７に伝達された動力は、複数のコイルスプリング１９ａ，１
９ｂと従動側部材１８とを介してフロントカバー５に伝達される。そのため、駆動側部材
１７の動力が変動すると、駆動側部材１７と従動側部材１８とに相対的な回転が生じて複
数のコイルスプリング１９ａ，１９ｂを圧縮するので、それらのコイルスプリング１９ａ
，１９ｂが駆動側部材１７の動力の変動を吸収するように作用する。その結果、駆動側部
材１７から従動側部材１８に伝達される動力の変動が抑制される。なお、駆動側部材１７
とドライブプレート１４とは、ボルトもしくは溶接などによって締結されている。
【００２５】
　つぎに、この発明に係る固定機構２３の構成について説明する。図１は、固定機構の構
成を説明するための平面図であり、図３は図１におけるIII部の拡大図である。また、図
４は、この発明に係る固定機構２３の作用を説明するための模式図である。なお、以下の
説明では、便宜上、駆動側部材１７の径方向を上下方向、円周方向を左右方向として説明
する。図に示すように駆動側部材１７に形成された隙間２１の内部にスリーブ２０が各コ
イルスプリング１９ａ，１９ｂに挟まれた状態で配置されている。このスリーブ２０は、
各コイルスプリング１９ａ，１９から弾性力を受けて、左右方向に移動できるように隙間
２１内に配置されている。また、このスリーブ２０は、上方を封止して円筒状に形成され
、そのスリーブ２０の内部には、マス部材２４と弾性体２５とが設けられている。具体的
には、スリーブ２０の上面の内壁面に、弾性体２５の一端が連結され、その弾性体２５の
他端部にマス部材２４が連結されている。さらに、このマス部材２４は、弾性体２５を圧
縮した状態でスリーブ２０の内部に収納される大きさに形成されている。
【００２６】
　そして、従動側部材１８の上面には、各コイルスプリング１９ａ，１９ｂからスリーブ
２０が弾性力を受けていない状態、すなわち駆動側部材１７と従動側部材１８とが相対回
転していない状態あるいは捩り振動が発生していない状態のときに、スリーブ２０から下
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方側に露出したマス部材２４と嵌合あるいは係合するように溝部１８ａが形成されている
。したがって、弾性体２５によってマス部材２４がスリーブ２０の下方に押し出されて溝
部１８ａと嵌合もしくは係合すると、スリーブ２０に各コイルスプリング１９ａ，１９ｂ
のいずれかから弾性力を受けたときに、スリーブ２０が隙間２１の内部で左右方向に移動
することを抑制もしくは防止することができる。
【００２７】
　上述したように固定機構２３を構成することによって、駆動側部材１７もしくは従動側
部材１８の回転数が低回転数である場合には、マス部材２４に作用する遠心力が小さいの
で、マス部材２４に作用する弾性力が遠心力に抗してマス部材２４を下方に押圧する。そ
の結果、図４の（ａ）に示すようにマス部材２４がスリーブ２０の下方側に露出して従動
側部材１８に形成された溝部１８ａと嵌合もしくは係合するので、従動側部材１８とスリ
ーブ２０とは実質的に一体となる。そのため、従動側部材１８と駆動側部材１７とが相対
回転した場合、すなわち捩り振動が生じた場合には、スリーブ２０と駆動側部材１７との
間に配置されたコイルスプリング１９ａのみが圧縮される。言い換えると、コイルスプリ
ング１９ａのみをダンパとして機能させることができる。
【００２８】
　一方、回転数が高速となると、マス部材２４に作用する遠心力がマス部材２４に作用す
る弾性力より大きくなるので、図４の（ｂ）に示すように弾性体２５が圧縮されてマス部
材２４がスリーブ２０の内部に収納される。つまり、マス部材２４が溝部１８ａから離脱
する。そのため、従動側部材１８と駆動側部材１７とが相対回転した場合、すなわち捩り
振動が生じた場合には、コイルスプリング１９ａとスリーブ２０とコイルスプリング１９
ｂとが実質的に一体となった弾性体となり、駆動側部材１７と従動側部材１８とによって
圧縮される。言い換えると、各コイルスプリング１９ａ，１９ｂが一体となってダンパと
して機能させることができる。
【００２９】
　したがって、回転数に応じてダンパとして機能するコイルスプリングの実質的な有効巻
き数を変化させて、ダンパとして機能するバネ定数を変化させることができる。つまり、
ダンパ機構の固有振動数を変化させることができる。したがって、エンジン回転数に基づ
く捩り振動の周波数とダンパ機構の固有振動数とが一致することによる共振周波数を一時
的に高周波数として、高回転数では共振周波数を低周波数とすることができるので、エン
ジン始動時からアイドル回転数以下の範囲では、コイルスプリング１９ａのみをダンパと
して機能させることにより、エンジン回転数がアイドル回転数に至るまでに、捩り振動の
周波数とダンパの固有振動数とが一致することを抑制もしくは防止することができる。そ
の結果、捩り振動の周波数とダンパの固有振動数とが一致することによる引き込み共振現
象を防止することができるので、エンジンの始動性を向上させることができる。また、捩
り振動の周波数とダンパの固有振動数とが一致することによる各コイルスプリング１９ａ
，１９ｂに作用する圧縮力の増大を防止することができるので、各コイルスプリング１９
ａ，１９ｂの耐久性を向上させることができる。
【００３０】
　さらに、アイドル回転数以上となった場合には、コイルスプリング１９ａとコイルスプ
リング１９ｂとを一体のダンパとして機能させることができるので、共振周波数を低周波
数とすることができ、その結果、定常走行時などの捩り振動の周波数とダンパの固有振動
数とが一致することを抑制もしくは防止することができる。そのため、捩り振動の周波数
とダンパの固有振動数とが一致することによる各コイルスプリング１９ａ，１９ｂに作用
する圧縮力の増大を防止することができるので、各コイルスプリング１９ａ，１９ｂの耐
久性を向上させることができる。
【００３１】
　そして、上述したように構成することによって、各コイルスプリング１９ａ，１９ｂを
軽くすることができるので、各コイルスプリング１９ａ，１９ｂに作用する遠心力を低下
させることができ、その結果、遠心力による各コイルスプリング１９ａ，１９ｂの変形を
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ルスプリング１９ａ，１９ｂの線間密着までのストローク量が変わることにより、二段折
れの特性を得ることができるため、ダンパの耐久性を向上させることができる。
【００３２】
　上述した固定機構２３の構成はスリーブ２０の内部にマス部材２４と弾性体２５とを備
えているが、特にこの構成に限定されない。図５は、固定機構２３の他の構成例を説明す
るための図である。図に示す例は、マス部材２４と弾性体２５とを従動側部材１８の内面
に設け、そのマス部材２４とスリーブ２０とが連結されて、スリーブ２０の左右方向の移
動を抑制もしくは防止するように構成されている。具体的には、上記の構成例における溝
部１８ａが設けられている面と向かい合った面に弾性体２５の一端を連結し、スリーブ２
０の上面にマス部材２４と嵌合もしくは係合する溝部２０ａと形成する。このように構成
することによって、上記の構成例と同様に回転数が低回転数の場合には、図５の（ａ）に
示すようにマス部材２４が溝部２０ａに嵌合もしくは係合するので、スリーブ２０の左右
方向の移動を抑制もしくは防止することができ、回転数が高回転数の場合には、図５の（
ｂ）に示すようにマス部材２４に作用する遠心力が、弾性体２５の弾性力に抗してマス部
材２４が溝部２０ａから離脱してスリーブ２０が左右方向に摺動することができる。その
結果、上述したスリーブ２０内にマス部材２４および弾性体２５を備えた構成と同様の効
果を得ることができる。
【００３３】
　なお、この発明に係る固定機構は、駆動側部材１７もしくは従動側部材１８の回転数に
応じてスリーブ２０と駆動側部材１７もしくは従動側部材１８を固定する機構を設けてあ
ればよい。したがって、上述した各構成例では、スリーブ２０と従動側部材１８とを固定
する構成を例に挙げて説明したが、従動側部材１８と駆動側部材１７とは軸線方向に重な
って配置されているので、駆動側部材１７とスリーブ２０とを固定するように構成しても
よい。また、上述した各構成例は、コイルスプリング１９を二分する構成を例に挙げたが
、コイルスプリング１９を複数に区分するように構成したものであってもよい。
【００３４】
　さらに、上述した構成ではコイルスプリング１９を利用したダンパ機構１６を例に挙げ
たが、これに限定されず、例えば、作動油や空気などの流体を利用した構成であってもよ
い。また、トルクコンバータ１のように増幅機能を備えたものであってもよく、単に入力
されたトルクを作動油を利用して出力部材に伝達する流体継手であってもよい。
【符号の説明】
【００３５】
　１…トルクコンバータ、　１４…ドライブプレート、　１６…ダンパ機構、　１７…駆
動側部材、　１８…従動側部材、　１９ａ，１９ｂ…コイルスプリング、　２３…固定機
構、　２４…マス部材、　２５…弾性体。
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